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1. はじめに 
 我が国では，環太平洋造山地域に由来する急峻な

山岳地形と脆弱な地質を呈し，豪雨等の外的営力の

影響によって不安定化しうる斜面が広く分布する．

こうした地域では台風や梅雨前線の停滞をきっかけ

に土砂災害の発生が頻繁に認められている．長野県

における土砂災害の危険個所数は全国でも上位であ

り，地すべり危険個所 1,241 個所で全国 1 位，急傾

斜地崩壊危険個所は 8,868個所で 15位と過去多くの

災害を被ってきている．そこで，本研究では長野県

を対象に，過去に発生した土砂災害から累積性を含

む降水，地形・地質等の地域特性の関係性を求め， 崩
壊の危険性のある地域の推定と，避難が必要となる

降水基準の設定について検討する． 
2. 研究方法 

土砂災害の危険性を推定する為に，土石流，がけ

崩れについて崩壊要因を求める．過去の土砂災害か

ら実効雨量，地域特性を用いてそれらの関係性を明

らかにし，その解析結果から崩壊要因を求める． 
崩壊における降水基準については，土砂災害発生

危険基準線(Critical Line：CL)を用いて設定する．

本研究は，崩壊地点における 72 時間実効雨量と 1 時

間累積雨量から崩壊時のスネークラインを求め，崩

壊非発生降水量のスネークラインと組み合わせて

CL を設定する．図 1 に本研究のフローチャートを示

す． 

 
図 1 研究のフローチャート 

3. 研究に用いる情報 
 解析において，土砂災害情報，地形情報，地質情

報，土地利用情報，降水情報のデータを用いた．以

下に各データについて説明する． 
(1) 土砂災害情報 
 長野県における 2004 年から 2011 年までの 7 年間

の土砂災害データを土砂災害情報として利用した．

このデータは，土石流，がけ崩れ等の災害現象の種

別，場所，規模，推定発生時刻を記載したものであ

る．この 7 年間に長野県で発生した土砂災害は 350
個所であり，その中で上記全てが記載されていた土

砂災害は 143 個所であり，この 143 個所を対象に検

討を行った． 
(2) 地形情報 
 国土地理院発行の数値地図標高50ｍメッシュを用

いて斜面傾斜度，曲率２），起伏を算出し，これらを

地形情報とした．これらの情報は，50ｍメッシュデ

ータを ArcGIS３）の解析ツールを用いて算出したも

のである．曲率に関しては，斜面の垂直断面形状(断
面曲率)と水平断面形状(水平曲率)を算出し，表 1 の

ような組み合わせにより斜面形状(曲率)を区分した．

曲率の算出結果を図 2 に示す． 
表 1 曲率の分類 

 
(3) 地質情報 
地質情報として，数値地質図幅集４）を利用した．

この地質情報をArcGISに組み込み，分類を行った．

地質分類は場所によって地質の種類が異なる上に，

ArcGIS での分類は最大 32 種類までであったので，

地層別(第４紀層・新第３紀層等)での分類を行った． 
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図 2 曲率の算出結果(長野地域) 

(4) 土地利用情報 
土地利用情報に関しては，平成 18 年の土地被覆を

衛星画像で解析した国土数値情報の土地細分メッシ

ュデータ５）を利用した．崩壊が発生した土地利用種は

主に森林・建物用地・農用地であった． 
(5) 降水情報 
 気象統計情報（気象庁）から取得した長野県内の

降水データを基に内挿補間を行い，実効雨量を取得

し，降水情報とした．解析に利用した期間は，2004
年から 2011 年の 7 年間とする．いずれもデータの取

得間隔は 1 時間である．降水情報に関してはティー

セン法を用いて長野県全域を長野，松本，諏訪，軽

井沢，飯田の５個所に区分して降水情報を算出した． 
4. 実効雨量解析 
 土砂災害発生危険雨量の検討に用いられる実効雨

量は，先行する累積雨量の影響を効率的に示すため，

先行雨量に低減係数αをかけることで求められる．

以下に算出式を示す． 

𝑅𝑤 = 𝑅𝑡 + ∑ 𝛼𝑖・𝑅𝑖𝑥
𝑖=1  ，𝛼𝑖 = 0.5

1
𝑇 

ここに，Rwは実効雨量（mm），Rt は最新時刻 t の
時間雨量，αiは i 時間前の低減係数，Riは i 時間前

の時間雨量，T は半減期である．本研究では，半減

期 T を 72 時間として土砂災害との検討を行った． 
5. 相関関係 

算出した降水情報と地形情報について前述の 143
個所の土砂崩壊に対する相関係数を求め，降水と地

形の関係を明らかにする．相関係数は，第 4 紀層・

新第 3 紀層における土石流・がけ崩れが発生した時

刻の実効雨量と崩壊地点の地形情報の組み合わせで

算出した．算出結果の１つとして第 4 紀層における

土石流崩壊時の降水情報と地形情報の相関を表 3 に

示す．算出結果から，実効雨量と傾斜度・曲率・起

伏に強い相関が見られた． 
表 3 第 4 紀層・土石流における相関係数 

 
6. 崩壊条件の算出と崩壊危険個所の推定 
 上記で求めた相関係数の中で強い相関が見られた

組み合わせについて，過去の崩壊地点における地形

情報の崩壊条件を求める．求めた崩壊条件を ArcGIS
に組み込み，長野県内の崩壊危険個所の推定を行う．  
7. CL の設定 
 CL を設定する為に，崩壊地点の一連の実効雨量と

1 時間累積雨量を算出する．ここで，一連の降雨と

は，前後に 24 時間以上の無降雨期間があるひとまと

まりの降雨と定義する．算出した土砂災害発生時と

非発生時の一連の実効雨量と累積雨量から CL を求

める．推定した崩壊危険地域における CL から，そ

の地域で求めた CL 以上の降雨がある場合，崩壊が

発生する危険性がある． 
崩壊条件と危険個所の推定，CL の設定結果は当日

発表する予定である． 
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実効雨量
実効雨量 1.00
傾斜度 0.87
曲率 -0.86
平面曲率 -0.55
断面曲率 -0.15
起伏 0.77
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